第6号様式
[bookmark: _GoBack]法人理事・役員・評議員一覧
	法人の名称（仮称）
	
	設立年月日（既設法人のみ）
	　　　年　　月　　日
	現在行っている事業

	法人（設立代表者）の住所
	
	代表者名
	
	

	代表者の経歴
	児童福祉事業の経験　　　　　有　・　無
社会福祉事業の経験　　　　　有　・　無
児童福祉事業の行政　　　　　有　・　無
社会福祉事業の行政　　　　　有　・　無
	有の場合その具体的内容
	

	役員（予定者）
	年齢
	住所
	職業
（公職を
含む）
	親族等
関係の
有無
	知識
経験者
	地域
福祉
関係者
	地域
代表者
	
その他

	他法人の
代表者への就任
（法人名を記入）
	資格・経歴等
	欠格事由
の有無
※１
	備考

	役 職 名
	氏　名
	
	
	
	
	該当する場合のみ〇印を記入すること
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※１については，社会福祉法人又は学校法人である場合に記入。欠格事由（児童福祉法第３４条の１５第３項第4号）


（参考）

知識経験について

次のような者は，「社会福祉事業について知識経験を有する者」である。
	ア　社会福祉に関する教育を行う者
イ　社会福祉に関する研究を行う者
ウ　社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者
エ　公認会計士，税理士，弁護士等，社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益な専門知識を有する者











地域福祉の関係者について

次のような者は，「地域の福祉関係者」である。
	ア　社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員
イ　民生委員・児童委員
ウ　社会福祉に関するボランティア団体，親の会等の民間社会福祉団体の代表者等
エ　医師，保健師，看護師等保健医療関係者
オ　自治会，町内会，婦人会及び商店会等の役員その他その者の参画により施設運営や在宅福祉事業の円滑な遂行が期待できる者






